
　引き上げ分に係る地方消費税交付金については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。
　令和6年度小野町一般会計決算における社会保障施策経費への充当状況については、下記のとおりです。

　【歳入】　地方消費税交付金（社会保障財源化分）社会保障財源交付金　 138,252 千円
（地方消費税交付金総額：244,592千円）

　【歳出】　地方消費税交付金（社会保障財源化分）社会保障財源交付金が充てられる社会保障施策に要する経費 1,454,907 千円

国（県）
支出金

地方債 その他
地方消費税交付金

（社会保障財源化分）
その他

 1.社会福祉総務費 68,524 3,463 16,286 48,775

 2.障害者福祉費 296,187 197,807 357 24,033 73,990

 3.老人福祉費 249,559 10,576 9,927 56,911 172,145

 5.国民年金費 463 63 6 394

 6.国民健康保険費 110,120 40,685 17,644 51,791

小　　計 724,853 252,594 0 10,284 114,880 347,095

 1.児童福祉総務費 508,735 225,233 139,800 12,369 4,134 127,199

 2.児童措置費 125,239 108,228 4,251 12,760

 3.児童医療特別措置費 30,538 19,148 2,890 8,500

 6.母子福祉費 1,500 655 205 640

小　　計 666,012 353,264 139,800 12,369 11,480 149,099

1,390,865 605,858 139,800 22,653 126,360 496,194

 1.保健衛生費  2.予防費 64,042 8,063 5,749 11,892 38,338

64,042 8,063 0 5,749 11,892 38,338

1,454,907 613,921 139,800 28,402 138,252 534,532

　※　地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各費目に要する一般財源の比率に応じて按分して充当しています。

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

（単位：千円）

款 項 目
令和6年度

決算額

財　　源　　内　　訳
特　　定　　財　　源 一　　般　　財　　源

計

 3.民生費

 1.社会福祉費

 2.児童福祉費

合　　計

 4.衛生費
合　　計


